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研究要旨 

【背景・目的】少子化、核家族化、子どもの貧困率の増加など社会構造が変容する中、地域の家

族間交流の稀薄化、育てにくさを感じる親の存在、子ども虐待の増加、子どもの心の問題の増加

など解決すべき母子保健課題が山積している。子どもの心の問題は、時代背景や経済基盤ととも

に刻々と変容するため、講じてきた対策を常に見直し、更新していく事が求められる。行政施策

として、「子どもの心の診療医の養成」、「子どもの心の診療ネットワーク事業」が現在までに実

施されてきた。しかし、子どもの心の問題は、親を含む家族の心の問題が背景に存在する事を鑑

み、子どものみならず、親子の心の診療体制を築く事、とくに親子の心の診療に携わる専門家（小

児科医、産婦人科医、精神科医、心理士、保健師、助産師、看護師）と行政の協働が不可欠であ

る。ライフステージからみた親子の心の診療に関する多職種連携のための課題整理を行った。 

【方法】福岡県および大分県内の全市町村および、両県内の産婦人科・小児科・精神科の全ての

医療機関、47 都道府県小児科・産婦人科医会、精神神経科診療所協会を対象とした（N=1,267

カ所）。親子の心の診療を実施するうえでの多職種連携のための課題についてライフステージを

考慮したアンケート調査を実施した。調査項目は多職種連携の頻度、連携が必要な理由、連携を

強化したい職種/機関、連携のための課題、行政施策の認知度、多職種連携におけるコーディネ

ーターの必要性/適任職種/役割等に加え、育てにくさの要因や支援策、子どもと親の心の問題の

関係性などを設定した。解析項目は医療機関（小児科・産婦人科・精神科）県別の比較、行政県

別/地区・人口別の比較、共通質問項目における医療機関間の比較（都道府県または福岡・大分

両県）を実施した。【結果】回収率は 766 施設の 60.5%であった。以下の 12 項目の課題が抽出

された。1）行政機関と医療機関の情報共有の強化、2）医療機関内の情報共有の必要性、3）母

親支援の在り方の検討、4）虐待対応の連携強化、5）診療科により異なる育てにくさの要因、6）

育てにくさの「発信」と「受信」の充実、7）地域のニーズにあった連携強化、8）子どもと親

の心の問題の密接な関係、9）親自身が抱える様々な問題への対応、10）虐待/自殺/うつ/不登校

の連携強化、11）SSW、SC、養護教諭との連携、12）コーディネーターの設置希望 【考察】

行政機関、医療機関（小児科・産婦人科・精神科）とも山積する母子保健課題に対する危機意識

を有しているが、医療機関側は行政機関との連携を切望しているものの、具体的手法の情報を有

していない。また、子どもの心の問題の解決のために親の心の支援が重要であることも行政、い

ずれの診療科も認識している。今後有機的な多職種間の連携が促進されるためには、行政、各診

療科が問題意識を共有する機会や、他部署や他科の役割を理解し合う機会を作ることが重要であ

る。そのための多職種を結びつけるコーディネーターを地域の中に設置することが期待される。 

 

 

 

 

 
017



 

Ａ．研究目的 

 健やか親子 21（第 2 次）は「すべての子ど

もが健やかに育つ社会」の実現を目指し、関係

するすべての人々、関連機関・団体が一体とな

って取り組む国民運動であり、平成 13 年度か

ら 26 年度までの 14 年間（第 1 次）で、母子

の様々な保健課題が向上した。しかし、“子ど

もの自殺率の上昇”、“低出生体重児の増加”の

2 項目の悪化を認めた 1)。その背景には、核家

族化、少子化、育児の孤立化、子どもの貧困化、

晩婚化・晩産化などの社会的因子に加え、地域

に開かれていない家族機の問題や、子どもの心

の問題があると思われる。 

 子どもの心の問題は、親を含む家族の心の問

題が背景に存在することがある。DSM-5 精神

疾患の診断・統計マニュアルおよび ICD-10 に

おいて「臨床的関与の対象となることのある他

の状態」項の家庭の養育に関連する問題として、

親子関係の問題（Parent-Child relational 

Problem）を明記して、親子関係の質が精神疾

患または他の医学的疾患の経過、予後、治療に

影響を及ぼすと記している 2)。親の不適切な支

配、監督、子とのかかわり、親の過保護、圧力、

問題解決回避、両親の不和などが含まれ、今後

は子どもの心の問題の解決には、子どものみな

らず親を含む家族全体の心の診療が必要と思

われる。 

 周産期の産後うつは 10～20%の妊婦に発症

すると言われて、数%は中長期に母親のうつ症

状が継続する 3,4)。母親の不安、疲弊は育児に

影響を及ぼし子どもの情緒面の発達に影響を

及ぼすことが危惧される。産科医、保健師によ

って母親のメンタルヘルスの不調に気づくが

実質産後検診が産後 1 か月で終了する中、いか

に必要な母親を精神科医療につなぐか、そして

子どもの養育支援者につなぐか重要となる。さ

らに、乳幼児期においては、子どもの要因、親

の要因、親子の要因、親子を取り囲む環境の

要因などからくる“育てにくさ”を実感する

保護者も少なくない。育児疲労や達成感を得ら

れないことから抑うつなど心身の不調を来た

す母親も少なくなく、子どもの診療に加え母親

の心の支援も大切である 5)。さらには、学童思

春期の心の問題にも、親自身の問題や親子関係

の問題が関わってくることがある。未だその発

生報告数の歯止めが効かない子ども虐待につ

いては、被害者の 6 割は小学生以上の学童思春

期症例である。親自身の精神疾患、親の生育歴

や親を取り巻く生活環境が発生に深く関わっ

ていることもある。このようにライフステージ

各々に子どもの心の問題は存在しており、その

解決にも、ライフステージの連鎖を考慮した多

職種の連携による支援が必要となる 6)。 

 現在までにも多職種の連携の試みは単科内

で実施（例：精神科診療内での精神科医と心理

士、ソーシャルワーカ等、産科診療内での産科

医師と保健師等）されているが、ライフステー

ジの視点から診療科の枠を超えた多職種連携

の実施は少なく、さらに親子を対象としたアプ

ローチも少ない。異なる診療科においては、治

療概念・治療文化・治療環境が異なること、診

療に対しての時間軸が一致しないことから協

働しづらいことが障壁となっている可能性も

考えられる。しかし、親子が抱える心の問題へ

の気づきには、保健所、行政機関、医療機関、

学校、園、地域コミュニティなどで様々な職種

が関わることになり、親子自身も体のこと、生

活のこと、心のこと、福祉のことなど支援を求

める点が多彩かつ変容することも考えられる。

そのためには、医師、心理士、保健師、看護師、

福祉・行政・教育関係など多職種がもつ機能を

有機的に活用してくことが重要である。 
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 本研究は、多職種の連携による親子の心の診

療のための課題を抽出することを目的に、行政

機関、精神科医療機関、小児科医療機関、産婦

人科医療機関にアンケート調査を実施した。 

 

 

Ｂ．研究方法 

≪対象≫ 

福岡県および大分県内の全市町村および、両県

内の産婦人科・小児科・精神科の医療機関を対

象とした。対象数を表 1に示す。福岡県は研究

代表者の勤務地であり、他科とのネットワーク

を有するため研究協力を得やすかったこと、大

分県には研究協力者が勤務しており、また、日

本において最も小児科、産婦人科、精神科の連

携が進んでいる地区であるため対象として選

択した。また、全国レベルでの課題を抽出する

ために 47 都道府県の小児科医会、産婦人科医

会、精神神経科診療所協会も対象とした。 

 

≪アンケート実施までの過程≫ 

本研究課題について久留米大学での倫理審査

で承認された後に、研究計画について福岡県健

康増進課母子保健係、大分県福祉保健部 健康

づくり支援課母子保健班、福岡県・大分県産婦

人科医会、福岡県・大分県精神神経科診療所協

会、福岡県・大分県精神科病院協会、福岡県・

大分県小児科医会、公益社団法人日本産婦人科

医会、公益社団法人精神神経科診療所協会、公

益社団法人日本小児科医会に説明を行い、了承

を得た。研究機関より返信封筒を同封したアン

ケート用紙を表 1 に示す行政機関、医療機関に

平成 29 年 9 月～10 月に発送をおこなった。 

 

≪アンケート内容≫ 

各種機関用に作成したアンケートを参考資料

として末尾に添付する。 

ライフステージに考慮して、アンケートは 3

部構成【A:妊娠期～乳児期 B:乳幼児期 C:

学童思春期】とした。各ライフステージ別に親

子の心の診療における多職種連携に関する課

題整理のために主に以下の項目について、調査

を実施した。 

 

【妊娠期～乳児期】 

 地区 

 多職種連携におけるコーディネータの必

要性、適任職種、役割、設置場所 

 子育て世代包括支援センター設立の認知

度（行政機関以外） 

 多職種連携の頻度 

 連携が必要な理由 

 各機関との連絡票、連携システムの有無 

 周産期メンタルヘルス外来の有無 

 多機関連携のための課題 

 連携を強化したい職種/機関 

 EPDS の認知度/使用歴 

 多職種連携のための課題 

 改正児童福祉法の認知度 

 里親制度/特別養子縁組の認知度 

 

【乳幼児期】 

 育てにくさの要因 

 育てにくさの支援項目 

 多職種連携におけるコーディネータの必

要性、適任職種、役割、設置場所 
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 多職種連携の頻度 

 連携を強化したい職種/機関 

 多職種連携のための課題 

 

【学童思春期】 

 子ども/親の心の問題の関係性 

 親の心の問題の背景 

 親子の心の問題が関与する身体・精神疾患

について（行政機関以外） 

 多職種連携におけるコーディネータの必

要性、適任職種、役割、設置場所 

 多職種連携の頻度 

 連携を強化したい職種/機関 

 多職種連携のための課題 

 

≪解析項目≫ 

1. 福岡/大分県の行政機関/小児科/産婦人科

/精神科医療機関間における共通質問項目

の比較 

2. 福岡県/大分県の行政機関の集計結果比較 

3. 小児科医療機関における福岡県と大分県

の集計結果比較 

4. 産婦人科医療機関における福岡県と大分

県の集計結果比較 

5. 精神科医療機関における福岡県と大分県

の集計結果比較 

6. 福岡県４地区における行政機関回答の比

較 

7. 福岡県人口別（人口 3万人未満と 3万人以

上）における行政機関回答の比較 

8. 大分県人口別（人口 3万人未満と 3万人以

上）における行政機関回答の比較 

9. 都道府県小児科医会/産婦人科医会/精神

神経科診療所協会（及び福岡/大分県行政

機関）における共通質問項目の比較 

 

≪倫理面への配慮≫ 

本研究課題は久留米大学倫理委員会の承認

を得ている（研究番号 17084） 

 

Ｃ．研究結果 

 福岡/大分県の行政機関/医療機関および 47

都道府県医会の 1,267 カ所に発送し、766 カ所

（回収率 60.5%）から回答を得た。 

前記解析項目に関する集計結果は末尾の参考

資料に記す。久留米大学研究推進課 HP から各

解析に関する結果を PDF でも取得可能。

(https://www.kurume-u.ac.jp/site/joint/kosodate.html) 

アンケートから抽出された多職種連携の課題

について妊娠期から乳児期（表 2）、乳幼児期

（表 3）、学童思春期（表 4）に抜粋する。以下、

課題番号に沿って代表的データを数種類提示

する。 

 

 

 

　1. 行政機関と医療機関の情報共有の強化 課題１

　2. コーディネーターの設置希望 課題12

　3. 母親支援の在り方の検討 課題３

　4. 虐待対応の連携強化 課題４

　5. 医療機関内の情報共有 課題２

表2　妊娠期から乳児期の多職種連携のための課題

　1. 診療科により異なる育てにくさの主な要因 課題５

　2. 育てにくさの「発信」と「受信」の充実 課題６

　3. . 行政機関と医療機関の情報共有の強化 課題１

　4. コーディネーターの設置希望 課題12

　5. 地域のニーズにあった連携強化 課題７

表3　乳幼児期の多職種連携のための課題

　1.  子どもと親の心の問題の密接な関係 課題８

　2. 親自身が抱える様々な問題への対応 課題９

　3. 虐待/自殺/うつ/不登校の連携強化 課題10

　4. SSW、SC、養護教諭との連携 課題11

　5. .コーディネーターの設置希望 課題12

表4　学童・思春期の多職種連携のための課題と対応
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Ｄ．考察 

 アンケート集計結果から得られた課題につ

いてさらに図表をもって課題毎に解説、考察を

行う。 

 

課題１：行政機関と医療機関の情報共有の強化 

 

妊娠期から乳児期の様々な課題に対する多職

種連携について、各々地区でどの程度連携がな

されているかという設問に対して、行政機関は

50％の機関においてしばしば連携が実施され

ているかが、医療機関（小児科、産科、精神科）

ではその意識は少なく、多くの機関が“ときど

き”か“わからない”であった（図 1）。連携の定

義（行政および医療それぞれの機関内での連携

なのか、行政と医療の連携なのか等）によって、

回答は異なってくる可能性はあるが、40 ポイ

ント近くの差があり、また、今後妊娠期から乳

児期におけるもっとも連携を強化した機関/職

種に関する質問において、行政機関は産婦人科

医、精神科医をあげ、医療側は行政機関とのさ

らなる連携を希望している（図 2）ことも、連

携が十分実施されていない可能性が示唆され

る。各地区における周産期メンタルヘルス外来

があるかについての設問に関しても、行政機関

と精神科医療機関は 50%の回答が、“ある”であ

ったが、産科医療機関の認識においては“ある”

と回答した率は 30%で 20ポイントの差を認め

た（図 3）。また、47 都道府県精神科診療所協

会会長に実施したアンケートにおいて“周産期

メンタルヘルス外来において知っておきたい

ことはなにか？”の設問においても、精神科医

側の回答として、抗精神病薬の母体、胎児、母

乳への影響より行政機関、または参加医療機関

との連携の仕方を希望していた（図 4）。行政

機関および、医療機関における情報共有の方法

を検討することが必要と思わる。その際、行政

のどの部署がどのような案件に関して受け付

けをおこなっているかを、利用者側にわかりや

すく開示することが“”という設問の中で明ら

かなとなった（図 5）。 

 

 

課題２：医療機関内の情報共有の必要性 

 

医療機関内でも情報共有が難しいことが明ら

かとなった。平成 32 年度末までに全国市町村

に設置が推奨されている子育て世代包括支援

センターの設立について知っているかを尋ね

ると、都道府県小児科、産婦人科医会レベルで

の周知率は 70～80%であるが、現場医療機関

では30%前後と40～50ポイント近くの差が認

められる（図 6）。同様に、平成 28 年度～29

年度に改正された児童福祉法について知って

いる率も都道府県小児科、産婦人科医会レベル

では 60～65%であるが、現場医療機関では 30
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～35%と大きな差を認めた（図 7）。都道府県

の医会レベルでは定期的に行政機関（主に母子

保健担当課）との定例会議が実施されており情

報や課題などを共有することが可能であるが、

その情報が十分に現場レベルまで浸透してい

ない可能性が示唆された。有機的なシステムを

構築した場合にいかに有効利用を推進してい

くかを考慮すると、企画する側と利用する側が

共通の問題意識や情報を共有することが（多職

種の）連携のためには重要と思われる。 
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課題３：母親支援の在り方の検討 

課題４：虐待対応の連携強化 

 

妊娠期から乳児期の多職種連携において連携

が特に必要と思われる理由が、“母の精神疾患”

であった（図 8）。全ての機関で 60%以上が選

択していた。またそれに引き続くであろう“養

育能力不全”、そして“虐待の防止”が特に連携

が必要と各機関回答している。妊婦が元々精神

疾患に対して精神医療機関を受診している場

合は、妊娠継続や出産においてかかりつけ精神

科医の協力を得やすいが、かかりつけ医への受

診が途絶えている場合や新たに保健師や産科

医が周産期メンタルヘルスの支援が必要と判

断されたケースへの対応が問題となる。通常、

産科医療機関（産科クリニック等）から、妊婦

を精神科医療機関に直接紹介することは、地域

や家族の事情から消極的になることも少なく

ない。子育て世代包括支援センターなど公的な

行政機関が窓口となり周産期メンタルヘルス

支援を行っている医療機関等を紹介すること

もシステム作りの一案と思われる。しかし、一

般にハイリスク妊婦は 10%～15%前後あると

され、すべてを行政が窓口となると、行政機能

が破綻する可能性もあり、ハイリスクを層別化

するシステムも多職種間で必要とされる。また、

母親の精神疾患や様々な家庭の事情に伴う養

育機能不全や虐待防止についても多職種連携

が求められている。虐待加害者の 54.3%は実母

（平成 25 年度データ）であり、虐待死の多く

が 0 か月、0 生日に多いことなどのデータにつ

いて、産科、小児科、精神科医療機関にて情報

を共有することが必要である。産後検診が生後

1 か月で終わるために、産科医療機関が持つ家

族情報や支援の必要性について、行政機関を通

して、小児医療機関や精神科医療機関といかに

共有するかが課題となってくる。行政機関が十

分にケース内容をアセスメントするために時

間を要することがあること、個人情報保護法の

視点からプライベートな情報を共有できない

こと、要保護児童対策地域協議会を迅速に開催

することが難しいことなど、多職種連携におい

て、人員面、法律面、時間面などの障壁も存在

する。周産期、乳幼児期、学童思春期、各ライ

フステージにおいて、多職種が母子の健康推進

のためにいかに母親支援を行っていくか検討

が重要である。 
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課題５：診療科により異なる育てにくさの要因 

課題６：育てにくさの「発信」と「受信」の充

実 

 

育てにくさとは、子育ての中での難しさや心

配などを感じる親の感情を表し、その要因には、

子どもの要因、親の要因、親子の要因、親子を

取り囲む環境の要因がある。具体的には子ども

の心身状態や発達・発育の偏り、疾病によるも

の、親の育児経験の不足や知識不足によるもの、

親の心身状態の不調などによるもの、家庭や地

域など親子を取り巻く温かな見守りや寛容さ、

或いは支援の不足によるものなど多面的な要

素を含んでいる。両親の養育態度が子どもの情

緒面に影響することも考えられる。 

育てにくさの要因について、各医療機関およ

び行政によってその要因の頻度が異なってい

た（図 9）。行政機関と小児医療機関では“子ど

もの要因”が最多であったが、産科医療機関で

は“親子を取り巻く環境”を、精神科医療機関で

は“親の要因”が最多であった。それぞれの職種

において誰と関わっているかもその要因を選

択した理由となるが、育てにくさの要因が多様

であることを示し、職種の専門を活かした支援

が育てにくさの解消に寄与すると思われる。

「育てにくさ」を支援するために何が必要と思

われますか？という設問に対して、行政機関、

小児・精神科機関とも発達障害者医療支援の充

実を最もあげているが、同様に親自身が育てに

くさを周囲に発信していくことの重要性も指

摘している（図 10）。例えば、発達障害には睡

眠障害の合併が知られているが、発達障害の診

断がつく以前に子どもを寝かせつけることに
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家族が戸惑うことも少

なくない。しかし、一般

診療現場でも、また乳幼

児健康診査においても、

子どもの睡眠を尋ねる

機会は少なく、親自身も

困っていても訴えるこ

とは少ない。今後、「育

てにくさ」を受け止める

機関の充実とともに、

「育てにくさ」を発信し

やすい環境作りも必要

と思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題７：地域のニーズにあった連携強化 

 

福岡県は行政区画として、福岡地区、北九州地

区、筑後地区、筑豊地区に分かれる。また人口

３万人未満の行政地区が 24 箇所、人口３万人

以上の行政地区が 29 箇所ある。「育てにくさ」

を含む乳幼児期の多職種の連携に関して、最も

連携を深めたい機関/職種について尋ねると、

地区の違い、人口の違いで連携先が異なってい

た。例えば福岡地区では精神科医との連携を、

北九州地区では小児科医/保育士との連携を、

筑後・筑豊地区では心理士との連携を最も行政

機関は求めていた（図 11）。さらに人口３万人

以上の地区では小児科医や精神科医との連携

を最も希望され、人口３万人未満では、医療機

関数も限られているためか、または心理士数が

少ないためか心理士との連携を希望している

（図 12）。地域地区におけるニーズを適格に把

握することが連携システムを構築するために

も大切と思われる。 

 

課題８：子どもと親の心の問題の密接な関係 

課題９：親自身が抱える様々な問題への対応 

課題 10：虐待/自殺/うつ/不登校の連携強化 

 

本研究班の主課題である親子の心の診療のシ

ステム構築において、親子の関係、親の心の問

題など課題整理をするうえで、親子関係がある

程度成熟した時期の学童期・思春期から、課題

を整理することは重要である。 

 小児科・精神科・産婦人科の医療機関および

行政機関のほとんどが子どもの心の問題は、親
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の心の問題（親子関係、親の病気等）が非常に

またはしばしば関係していると回答している

（図 13）。子どもの心の問題の解決に親を含め

た家族の支援が重要であることを親または子

の診療の関わる医師は思っている。さらに、親

の心の問題、またはその問題の背景として重要

と思われるものはどれですかという設問に対

して、医療機関、行政機関とも、親の精神疾患、

親の問題行動、経済的困窮、親自身の生育歴、

養育不全や、両親の不和をあげている（図 14）。

親自身が抱える様々な問題への対応が必要で

ある。特に、親の生育歴などを把握して親自身

の体験に基づく育児観や価値観などを傾聴、共

感し、問題の解決の糸口を見つけることが必要

である。分担研究者の村上が実施した「親子の

心の診療に関するアンケート調査」では、小児

科医が子どもの心の診療を実施する時に、限ら

れた診療時間の中で、親の面談に全診療時間の

50%以上の時間を割り当てる率は、各ライフス

テージとも 50％以上であったことが明らかと

なっている。親、親の心の支援の重要性を示し

ている。 子どもの心の問題に親の心の問題が

頻繁に関係していることは前述したが、その中

でも医療者が考える家族を含めた親の心の問

題が重要と思わる疾患として、虐待/自殺/うつ/

不登校が上がっていた（図 15）。虐待の児童相

談所等に寄せられる相談の年齢別内訳では小

学生が 35.3%、中高生が 22%（平成 25 年度デ
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ータ）と学童思春期で過半数を越し、全てのラ

イフステージにおいて、虐待に対する対策が必

要である。子ども虐待に対して、親の精神疾患、

養育機能不全、生活困窮などどのような親の心

の問題が関与しているのか明らかにしていく

ことが必要である。子どもの自殺率は現在も明

らかな減少には転じていない。平成 28 年度子

ども子育て調査支援事業による思春期のアン

ケートの結果では、子どもが死にたいと思う危

険因子に、ネットいじめや両親との関係に関す

る悩みなどが高いオッズ比で示されていた。ま

た子どもの不登校や心身の不調においても、親

の心身不調を反映している時もあり、親が心の

治療を受けることで子どもも安心して回復し

ていくことも経験する。子どもの心の問題を治

療していくうえでの親の心の支援についての

ガイドライン作成が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

課題 11 SSW、SC、養護教諭との連携 

 

周産期の多職種連携においては前述したよう

に行政機関と各医療機関との連携を重視する

傾向がみられたが、乳幼児期および学童思春期

においては、最も医療機関が、連携を強化した

い機関/職種に、前者が心理士、後者が養護教

諭/スクールカウンセラーも多くが選択してい

た（図 16 図 17）。学校医またはプライマリ・

ケア医と心理士、及び養護教諭、スクールカウ

ンセラー、スクールソーシャルワーカーとの連

携マニュアルの作成も求められる。 
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課題 12 コーディネーターの設置希望  

 

親子の心の診療における多職種の連携を有機

的に実施するためには、治療環境・治療文化が

異なる多職種の技能を互いに尊重し合うこと

が大切である。情報を共有するうえで、多職種

機関に適切に情報を伝達する役割や、必要時に

迅速に関係者会議を開催するマネージメント

や、システムが機能していることを随時確認す

る役割などを担うコーディネーターが必要と

思われる。医療機関内で行われている高度先進

医療の臓器移植においても、関係家族との関わ
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りや、外科医、救急医、内科医などの多職種と

の関わりの調整において臓器移植コーディネ

ーターが設置されており、また臨床治験におい

ても治験コーディネーターが設置されている

ように多職種の技能が効率的に機能するため

にはシステムをオーガナイズするコーディネ

ーターが必要と思われる。 

 各ライフステージにおいて、コーディネータ

ーの設置を希望する率は医療機関側で強く

70%前後に認めた（図 18）。職種としては妊娠

期と乳幼児期には保健師を、学童思春期にはス

クールソーシャルワーカーを希望する率が高

かった（資料ページ参照）。さらにはコーディ

ネーターを支援する医療知識、行政知識に長け

たアドバイザーの存在も重要と思われる。 

 

 中村 7)は、多職種間連携における２つの阻害

要因と４つの促進要因を掲げている。多職種間

連携を阻む要因として、1）お互いの理解不足

のために対立しやすいこと、2）同質的なメン

バー間の方が仕事の高率が高いという認識を

もっていることを述べている。一方、多職種間

連携を促進する因子として、１）組織が現在の

手法では限界があるという危機意識をもって

いること、2）異なる職種がお互いに接する「場」

があること、3）継続的な学習、そして 4）small 

start with BIG picture 今後の大きな方向性

を明確に共有したうでで、小さくてもやりやす

いことからはじめていくことと述べている。 
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Ｅ．結論 

 ライフステージからみた親子の心の診療に

関する多職種連携のための課題整理を行った。

行政機関、医療機関（小児科、産科、精神科）

への連携に関するアンケート調査を実施し、

12 の課題を抽出した。親子の心の診療のため

の有機的な多職種間連携が促進されるために

は、各機関が問題意識を共有する機会の確保や、

相互の役割を理解し合う機会を作ることが重

要である。また、地域の多職種を結びつけるコ

ーディネーターやアドバイザーの確保や設置

が期待される。 
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